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項目名 １ 地域医療体制の充実について

１ 「熊毛保健医療圏地域医療構想調整会議」の開催

医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議を促進することに

より，地域医療構想の実現を目指す。

令和４年度については，対面とWEBを併用し，２月に開催した。

平成28年度から令和４年度まで，計11回開催しており，2025年に向

けて医療機関が担う医療機能と今後の計画に係る協議については，熊

毛圏域における有床の７医療機関全てについて，令和２年度までに

完了し合意が図られている。

○ 第11回熊毛保健医療圏地域医療構想調整会議

概 要 ① 審議事項

・ 副議長の選出

② 報告及び協議

・ 令和３年度病床機能報告（確定値）について

・ 令和３年度病床機能報告と定量的基準の照合結果について

・ 外来機能報告について

・ 公立病院経営強化プランについて

・ 熊毛圏域における医療人材確保について

２ 「熊毛保健医療圏地域医療連携計画」の推進

地域医療連携計画は，県保健医療計画の一部に位置付けられており，

本計画に基づき各種施策を推進し，地域住民が健康で長生きでき，い

つでもどこでも安心して医療を受けられる地域社会の実現を目指す。

令和４年度については，県保健医療計画における数値目標のうち５

疾病について，熊毛圏域の評価・課題等について整理した。

なお，地域医療連携計画は，次期から県保健医療計画に一本化し，

県保健医療計画の中に新たに「圏域編」として章立てすることとして

おり，令和５年度に作成予定である。
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項目名 ２ 地域包括ケア体制整備の推進について

地域の実情に応じて,高齢者が可能な限り住み慣れた地域で，その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう，医療，介護，

予防，住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される地域包

括ケア体制の構築及び深化に向けた市町の取組を支援する。

１ 在宅医療・介護連携体制の整備(入退院支援ルールの定着等)

地域包括ケア体制の構築に係る在宅医療・介護連携の推進を図るた

め，患者が病院と自宅等との間で円滑に入退院できるよう，介護保険

の適用が考えられる患者等の情報を漏れなく病院スタッフからケアマ

ネジャーにつなぐ入退院支援ルールの定着を図る。

種子島地域は平成30年10月から，屋久島地域は令和元年５月から，

概 要 入退院支援ルールの運用を開始しており，令和４年度はルールの定着

に 向け取組を進めた。

（１）地域包括ケア関連業務連絡会（種子島・屋久島合同：７月７日）

市町，支庁で連絡会を実施

（２）入退院支援ルール運用状況調査

（種子島地域：11月，屋久島地域：８～９月）

医療機関，ケアマネージャーを対象に運用状況の調査を実施

（３）運営会議

種子島地域：第１回（９月２日），第２回（３月３日）

屋久島地域：第１回（６月16日），第２回（１月24日）

医療機関・ケアマネージャーの代表者，市町，支庁で意見交換を

実施

（４）屋久島地域ではACPの推進を図るため在宅医療介護連携に係る意見

交換会を実施（１月26日）

２ 介護予防のための地域ケア個別会議等の推進

介護保険法の改正により，市町村は保険者機能を発揮し，自立支援

・重度化防止に向けた取組を行うこと等とされた。このため，保険者

機能の強化に向けた取組として，多職種と連携し，自立支援・重度化

防止に資する観点から個別事例を検討する「介護予防のための地域ケ

ア個別会議」の推進が求められている。

また，リハビリテーション専門職等を市町村の地域ケア会議などに

活用する仕組みづくりや，地域の実情に応じた多様なサービスの充実

に向けた評価及び取組の推進も併せて必要である。
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項目名 ２ 地域包括ケア体制整備の推進について

（１）地域包括ケア業務連絡会（７月７日開催）

市町と地域ケア個別会議の現状と課題について意見交換を実施

（２）介護予防事業検討会（11月９日開催）

市町と介護予防事業の現状と課題について意見交換を実施

（３）保険者機能強化支援事業意見交換会（11月９日開催）

市町と保険者機能強化支援事業の現状と課題について意見交換を

実施
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項目名 ３ 健康増進対策の推進について

１ 健康づくりの啓発及び栄養改善の推進

住民一人ひとりの健康意識の向上とその実践を支援するために，各

種研修会等を通して「健康かごしま21（平成25年度～令和5年度）」の

普及啓発を図った。

また，給食施設への指導・助言や関係団体（食生活改善推進員連絡

協議会種子島支部，屋久島支部）の活動支援を通じて，栄養改善の推

概 要 進に努めた。

健康かごしま21地域推進協議会開催状況

種子島地域（R4.8月書面開催），屋久島地域（R4.12.21開催）

【目的】「健康かごしま21（平成25年度～令和5年度）」において，「心豊

かに生涯を送れる健康長寿県の創造」を目指し，「健康寿命の延伸」

と「生活の質(ＱＯＬ)の向上」を目的とする地域住民の健康づくりを

効果的・体系的に推進する。

【内容】県の重点テーマ（①脳卒中予防 ②がん予防 ③ロコモ・フレイ

ル予防 ④COPD予防 ⑤CKD予防）に係る県や関係団体の取組状況や課題

について情報を共有し，年間取組テーマを設けた。

２ 歯科保健の推進

生涯自分の歯で健康に過ごせるよう，「県歯科口腔保健計画（平成

25年度～令和5年度）」に基づき，乳幼児期から高齢期にかけての歯科

口腔保健対策の推進，医科歯科連携・多職種連携の推進を図るととも

に難病患者，障害者（児）の歯科口腔保健対策に努めた。

また，地域の歯科口腔保健活動を積極的に支援している8020運動推

進員の活動を支援した。

歯科口腔保健推進会議開催状況

種子島地域（R4.11.30），屋久島地域（R4.12.20）

【目的】地域住民の生涯を通じた歯の健康づくりを促進するため，関係

機関が相互に連携し、歯科口腔保健対策を推進する。

【内容】ライフステージごとの課題及び解決に向けた取組，重点的取組

事項等について協議した。

３ 母子保健の推進

母子保健の向上を図るため，小児慢性特定疾病医療費や特定不妊治

療費の助成や相談支援，心身の発育・発達に課題のある乳幼児の発育
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項目名 ３ 健康増進対策の推進について

発達相談等を実施した。また，小児慢性特定疾病児支援事業（つどい，

研修会）を開催し，保護者の支援を行った。さらに，妊娠期から切れ

目のない支援体制の構築及び無介助分娩対応等について，関係機関等

及び各市町の母子保健担当者等との連絡会を開催した。

連絡会開催状況：種子島地域（R4.11.16）

屋久島地域（R4.9.30, R5.2.22)
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項目名 ４ 新型コロナウイルス感染症対策・難病支援について

１ 新型コロナウイルス感染症対策

(1) 保健所への届出数（令和４年度）

令和５年１月末現在の届出数 5,393人

（西之表保健所 3,652人，屋久島保健所1,741人）

令和４年７月の第７波では感染者が急激に増加し,12月からの第

８波は，収束に向かいつつある。

(2) 感染者への対応

ア コロナ・フォローアップセンター鹿児島の設置(８月25日から）

自宅待機者等に対する健康観察等の業務の大部分が移管された。

イ 全数届出の見直し(９月20日から)

保健所へ提出する発生届が65歳以上等の４類型に限定され，保

概 要 健所においてはこれらの重症化のリスクの高い患者に重点化した

支援（積極的疫学調査や健康観察等）を実施している。

(3) 感染者の療養・相談体制

発生届対象者の島内の医療機関への入院，宿泊療養施設への入所

又は自宅療養の療養方針を保健所が検討・調整している。

症状が重篤である場合や，島内に受入病床が確保できない場合等

は，島外へ搬送している。

また，「受診・相談センター」として，発熱患者等の相談に24時

間体制で対応している。

(4) 関係機関との連携

・必要に応じて，市町，管内医療機関及び消防組合と新型コロナウ

イルス感染症感染拡大対策に関する情報共有や課題検討を行い，連

携強化を図っている。

・医療関係者や高齢者施設の職員を対象に，専門家を講師に迎え「感

染症地域連絡研修」を開催し，ハイリスク施設での更なる感染防止

対策の強化を図った。

（西之表保健所11月18日，屋久島保健所12月５日）

(5) 今後の対応について

・新型コロナウイルス感染症については，今年５月に感染症法上の

取扱いが５類に移行する見通しであることから，今後の国等の動向

把握に努め，適切に対応を行う。

２ 難病対策

(1) 難病患者支援

現在，指定難病の疾患数は338疾患あり，令和５年１月末現在の特
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項目名 ４ 新型コロナウイルス感染症対策・難病支援について

定医療費受給者は302人である。患者や家族の疾病に対する不安の解消

と療養生活を支援することを目的として，訪問指導や医療相談会を開

催した。

(2) 地域難病対策協議会

例年，管内の難病患者への支援体制に関する課題の検討等を目的と

して開催している。

種子島地域：２月17日開催

（内容）災害支援について，保健所からの名簿提供後の個別

支援計画作成に関する課題共有を行った。

屋久島地域：２月17日開催

（内容）災害時対応，患者本人の体調維持，サービス利用，家

族のレスパイト及び相談等について
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項目名 ５ 衛生・環境対策の推進について

１ 食品乳肉衛生

食品営業に係る許可等事務を行うとともに，食品による健康被害を

防止するため，営業者の監視指導を行った。

また，許可更新時の実務講習会や食品衛生指導員研修会等において，

HACCPに沿った衛生管理や法改正に伴う施設基準の変更等について継続

して啓発するなど，営業者の衛生意識の向上を図った。

食中毒事案発生時には，原因究明とともに，拡大防止対策等を行う

こととしている。

２ 環境衛生

生活衛生関係営業施設（旅館，公衆浴場，理容所，美容所，クリー

ニング所）の許可等事務を行うとともに，公衆衛生の向上を図るため，

衛生管理に係る監視指導を行った。特に，共同浴室利用者の健康被害

を防止するため，公衆浴場及び旅館を立入検査し，衛生管理基準の遵

概 要 守状況について確認した。

また，生活環境の保全を図るため，産業廃棄物処理業者，水質汚濁

防止法に基づく特定事業場，浄化槽等の立入検査や不法投棄パトロー

ル等を実施した。

そのほか，温泉，水道施設を立入検査し，衛生管理指導を行った。

３ 獣医務衛生

食肉による健康被害を防止するため，食鳥処理場を立入検査すると

ともに化製場の監視指導を行い，衛生管理基準の遵守状況を確認した。

また，狂犬病予防のため，徘徊犬の捕獲や飼い主への指導，市町が

実施する狂犬病予防接種の支援を行った。

そのほか，動物愛護の推進のため，動物取扱業者の監視指導，犬猫

の適正飼育など愛護意識の普及・啓発を行った。

４ 薬事衛生

医薬品等の適正な管理，販売等を確保するため，薬事関係施設の監

視指導，医薬品販売業等の許可事務及び麻薬・危険ドラッグ等の薬物

乱用防止対策業務を行った。

また，血液製剤の安定供給のため，献血思想の普及・啓発及び日本

赤十字社の献血業務の支援を行った。

そのほか，緊急輸血が発生した場合に必要な血液を迅速に確保する

ため，緊急時供血者登録制度における名簿登録業務を行った。
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項目名 ６ 精神保健福祉対策について

１ 自殺予防対策の推進
自殺予防の普及啓発及び地域の自殺対策における支援体制整備を図

り，安心して生活することのできる地域社会を目指した取組を行う。
⑴ 自殺対策連絡会(種子島地域６/30，屋久島地域11/14）

コロナ感染症対策のため，例年開催している自殺対策連絡調整会議
の規模を縮小して開催。自殺対策連絡会では，各市町における自殺対
策計画進捗状況の確認，取組施策について協議・情報交換を行った。

⑵ 地域自殺対策強化事業の実施
・ 若年層ゲートキーパー養成研修会（種子島地域７/６）

⑶ 啓発活動
・ 自殺予防週間（９/10～16）に合わせた普及啓発活動

コロナ感染症対策として，例年実施している街頭キャンペーンに
代えて，種子島島内の７店舗，屋久島地域は消防，警察，高速船及
び空港待合室の６か所にポスターを設置

・ 自殺対策強化月間（３月）における啓発活動
概 要 屋久島地域は上記機関に銀行を加えた７か所にポスターを設置

⑷ ハイリスク者フォロー体制
・ 適切な相談対応のため「アセスメントシート作成」「事例検討」
などハイリスク者の支援体制を整備した。

２ 精神障害者等の家族支援
精神障害者やひきこもり・不登校状態にある者の家族同士の交流等を

通じ，情報交換や不安の軽減を図るとともに，地域における精神障害者
等の社会生活を支援することを目的に家族支援の取組を実施した。
（種子島地域）
・ 「アルコール関連問題」で悩んでいる家族のつどい（12/７）

（屋久島地域）
・ ひきこもり家族交流会（５/10，11/23，１/20）

３ 精神障害者の地域移行支援
鹿児島県第６期障害福祉計画（令和３～５年）に，精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築，長期入院精神障害者の地域移行促進
のための研修会開催や，ピアサポーター活用，グループホーム等の住ま
いの整備促進を掲げている。
・ グループホーム（ＧＨ）の設置状況（精神障害者に対応）

R4年度 R3年度
ＧＨ数 定員（人） ＧＨ数 定員（人）

種子島 27 140 27 140
屋久島 2 8 2 8

４ 精神障害者措置入院対応
通報等に基づく精神保健指定医２人の診察により，自傷他害のおそれ

があると判断された精神障害者については，県知事の権限により措置入
院となる。その場合，保健所においては，事前調査のほか，診察医や入
院先医療機関等の手配・調整を行い，入院先まで職員が同行している。
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項目名 ７ 生活困窮者制度の円滑な運用について

平成27年４月に施行された生活困窮者自立支援法に基づき，生活保護
に至る前段階の生活困窮者の自立を促進するため，包括的な支援を行っ
ている。

管内では，中種子町（県が業務委託），南種子町（町が業務委託）の
２町を対象とする「種子島中央くらし・しごとサポートセンター」にお
いて，生活困窮者自立支援事業に取り組んでいる。
※ 西之表市は西之表市くらしサポートセンター（市が業務委託），屋
久島町は屋久島町福祉事務所で事業を実施

１ 令和４年度の取組状況
⑴ 種子島中央くらし・しごとサポートセンター

ア 自立相談支援事業（12月末現在)
新規相談受付件数26件（中種子町17件，南種子町９件)

イ 子どもの学習・生活支援事業
中学生・高校生を対象として実施

概 要 ウ ひきこもり調査
12月９日～１月13日に実施

⑵ 熊毛支庁の支援状況
ア 支援調整会議

センターが開催する支援調整会議に出席し，関係機関と連携を
図りながら，個別相談ケースについて必要な助言，支援を行った。
・ 会議開催状況 １回（７月１日）

イ 住居確保給付金
新型コロナウイルス感染症の影響による休業等に伴う収入減少

等により，住居を失うおそれが生じている方等に対して，家賃相
当額を原則３か月（最長12か月）支給
・ 支給実績なし（R3年度実績なし)

ウ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金
緊急小口資金等の特例貸付を利用できない一定の世帯に対する

支援金の支給
・ 対象者に対し支援金の周知及び請求の案内を行った。
・ 周知案内１人 ・ 申請実績１人 ・ 支給実績なし

エ 熊毛地域生活困窮者自立支援推進協議会
管内関係機関の連携強化及び広域的な取組等の推進を目的とし

て設置
・ 令和４年度は開催見送り（協議事項なし）

２ 今後の対応
引き続き，種子島中央くらし・しごとサポートセンターと連携して

相談対応や就労等の支援を行うとともに，管内の実施機関と情報共有
をしながら制度の充実を図る。
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項目名 ８ 医療機関・福祉施設に対する監査等について

１ 医療法第25条に基づく立入検査

・ 病院は年１回，診療所は５年に１回実施

・ 令和４年度は４病院，８診療所を実施した。（書面検査）

２ 社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査

・ 社会福祉法人は３年に１回，社会福祉施設のうち障害者福祉施設

及び児童福祉施設は年１回，老人福祉施設は３年に１回実施

・ 令和４年度は１法人21施設を実施した。

３ 障害福祉サービス事業者等の実地指導

・ 指定障害者支援施設及び指定障害児入所施設は２年に１回，その

他の指定障害福祉サービス事業者等は３年に１回実施

・ 令和４年度は19施設を実施した。

４ 介護保険施設等の運営指導

概 要 ・ 介護保険施設及び入所系の指定居宅サービス事業所は３年に１回，

その他の指定居宅サービス事業所は４年に１回実施

・ 令和４年度は19施設を実施した。

５ 障害福祉サービス事業者の業務管理体制確認検査

・ ６年に１回実施

・ 令和４年度は３法人を実施した。（書面検査）

６ 介護サービス事業者の業務管理体制確認検査

・ ６年に１回実施

・ 令和４年度は対象施設なし

種 別 対象施設数 Ｒ４実施数 Ｒ５予定数

１ 病院（立入検査） 4 4 4

診療所（立入検査） 38 8 3

２ 社会福祉法人（指導監査） 10 1 8

社会福祉施設（指導監査） 30 21 26

３ 障害（実地指導） 56 19 16

４ 介護（運営指導） 68 19 37

５ 障害（業務管理体制確認検査） 16 3 2

６ 介護（業務管理体制確認検査） 31 0 4

計 253 75 100
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項目名 ９ 福祉人材確保対策について

１ 背景・課題

後期高齢者の増加に伴い，今後，介護に対するニーズはますます高

まり，県の推計によると，団塊の世代が全て75歳以上となる令和７年

（2025年）には，県内で２千人を超える介護人材が不足することが予

想されている。

熊毛地域においても介護人材の確保はより困難な状況になっており，

市町や福祉事業所等の関係機関と連携を図りながら，引き続き取組の

強化を図る必要がある。

２ 令和４年度の取組

⑴ 「種子島地区福祉人材確保対策協議会」の開催

・ 第１回協議会の開催（８月書面）

・ 福祉事業所等を対象にした職員の実態，人材確保の取組等に係

るアンケートの実施（９月）

・ 第２回協議会の開催（12月６日）

概 要 ⑵ 高校生向けの取組

・ 種子島の暮らしを支える職業人座談会の開催（12月８日）

対象者：種子島高校１，２年生

⑶ 「地域福祉フェスタinくまげ」の開催（地域振興推進事業）

「福祉の仕事」のイメージアップを図り，福祉人材確保へつなげ

るためのイベントの開催を計画していたが，令和４年度は新型コロ

ナウイルス感染症感染拡大のため開催中止

３ 令和５年度の取組

・ 市町や福祉事業所等の関係機関で構成する「種子島地区福祉人材

確保対策協議会」を中心に，引き続き福祉人材確保に取り組む。

・ 令和５年度は，地域振興推進事業の「地域福祉フェスタinくまげ」

事業を組み替えて，従来の福祉人材確保に看護師等医療人材確保を

加えた新たな取組を計画している。

具体的には，熊毛地域（種子島・屋久島）の出郷者や県内の学生，

また都市圏のサーファー等へ対し，熊毛地域の医療・福祉の現状や

仕事の魅力等を情報発信することにより，熊毛地域における医療や

福祉分野への人材確保を図ることとしている。
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